
厚生労働省　政策別コスト情報に関する調書　様式２－１

政策：5.意欲のあるすべての人が働くことができるよう、労働市場において労働者の職業の安定を図ることにかかるコストの状況

（所管：厚生労働省、一般会計、組織：厚生労働本省、担当部局：職業安定局、雇用環境・均等局、組織：都道府県労働局、担当部局：都道府県労働局)

(労働保険特別会計雇用勘定、東日本大震災復興特別会計厚生労働本省)

１．政策にかかるコスト　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2,081,401            百万円 (単位：百万円）

人件費
賞与引当金繰入

額
退職給付引当金

繰入額
失業等給付費

雇用安定等給付
費

職業訓練受講給
付金

認定職業訓練実
施奨励金

補助金等 委託費等
独立行政法人運

営費交付金

107,836              94,354                6,798                  6,683                  -                        -                        -                        -                        -                        -                        -                        

1,167                  -                        -                        -                        -                        -                        -                        -                        -                        -                        -                        

2,955                  -                        -                        -                        -                        -                        -                        -                        -                        -                        -                        

1,969,442            ( - )                    ( - )                    ( - )                    1,493,402            175,270              5,908                  7,008                  41,404                23,195                17,355                

53,152                ( - )                    ( - )                    ( - )                    -                        △ 0                   -                        -                        14                      2,642                  280                    

74,696                ( - )                    ( - )                    ( - )                    -                        51,576                -                        -                        13,140                5,522                  280                    

281,150              ( - )                    ( - )                    ( - )                    -                        123,693              -                        -                        28,227                13,893                13,056                

1,541,299            ( - )                    ( - )                    ( - )                    1,493,402            -                        -                        -                        -                        1,136                  -                        

19,143                ( - )                    ( - )                    ( - )                    -                        -                        5,908                  7,008                  21                      -                        3,738                  

2,081,401            94,354                6,798                  6,683                  1,493,402            175,270              5,908                  7,008                  41,404                23,195                17,355                

(単位：百万円）

庁費等 その他の経費 減価償却費
貸倒引当金繰入

額
資産処分損益

（参　考）
決算額

-                        -                        -                        -                        -                        -                        

-                        -                        1,167                  -                        -                        -                        

-                        -                        2,955                  -                        -                        -                        

75,597                48,421                5,229                  2,057                  74,593                1,972,482            

28,418                19,715                2,081                  -                        -                        56,708                

1,220                  2,955                  -                        -                        -                        74,709                

6,929                  20,860                -                        -                        74,489                205,760              

37,870                4,243                  2,485                  2,057                  104                    1,615,643            

1,158                  647                    662                    -                        -                        19,660                

75,597                48,421                9,351                  2,057                  74,593                -                        

1,439,360            百万円

当該政策にかかる自己収入については、労働保険特別会計雇用勘定の1,439,360百万円。

（１）労働力需給のミスマッチの解消を図るために需給調整
機能を強化すること

区　　　　　分

Ⅰ 人にかかるコスト

Ⅱ ①物にかかるコスト

　 ②庁舎等（減価償却費）

Ⅲ 事業コスト

Ⅲ 事業コスト

（２）雇用機会を創出するとともに雇用の安定を図ること

（３）労働者等の特性に応じた雇用の安定・促進を図ること

コスト計（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ）

（４）失業給付等の支給により、求職活動中の生活の保障及
び再就職の促進等を行うこと

（５）求職者支援制度の活用により、雇用保険を受給できな
い求職者の就職を支援すること

区　　　　　分

Ⅰ 人にかかるコスト

Ⅱ ①物にかかるコスト

　 ②庁舎等（減価償却費）

コスト計（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ）

(参考）　　　自己収入

（１）労働力需給のミスマッチの解消を図るために需給調整
機能を強化すること

（２）雇用機会を創出するとともに雇用の安定を図ること

（３）労働者等の特性に応じた雇用の安定・促進を図ること

（４）失業給付等の支給により、求職活動中の生活の保障及
び再就職の促進等を行うこと

（５）求職者支援制度の活用により、雇用保険を受給できな
い求職者の就職を支援すること



２．政策にかかるストック情報（主な資産等） (単位：百万円）

ストック内訳

未収金 未収収益 前払費用 貸倒引当金 土地 立木竹 建物 工作物 建設仮勘定 物品

209                    -                        -                        -                        -                        -                        -                        -                        -                        -                        159                    

22,690                -                        -                        -                        -                        17,246                46                      4,821                  576                    -                        -                        

13,957                -                        -                        -                        -                        -                        -                        -                        -                        -                        -                        

14,303                -                        -                        -                        -                        -                        13                      436                    20                      -                        -                        

△ 17,488            44,011                167                    9                        △ 20,092            35,405                264                    33,929                6,808                  181                    3,281                  

2,165                  -                        -                        -                        -                        -                        -                        -                        -                        -                        -                        

35,838                44,011                167                    9                        △ 20,092            52,652                324                    39,186                7,406                  181                    3,441                  

(単位：百万円）

ストック内訳

無形固定資産 出資金 未払金 支払備金 賞与引当金 退職給付引当金

49                      -                        -                        -                        -                        -                        

-                        -                        -                        -                        -                        -                        

9,693                  4,263                  -                        -                        -                        -                        

-                        13,832                -                        -                        -                        -                        

17,297                -                        △ 41                  △ 85,569            △ 2,629             △ 50,512            

2,165                  -                        -                        -                        -                        -                        

29,206                18,096                △ 41                  △ 85,569            △ 2,629             △ 50,512            

※「物にかかるコスト」及び「庁舎等」の区分に当てはめられてる「物品」・「無形固定資産」、「土地」・「立木竹」・「建物」及び「工作物」は、特定の政策に結びつけることが困難なため、

定員数により、当該政策に配分を行っている。

（５）求職者支援制度の活用により、雇用保険を受給できない求
職者の就職を支援すること

合　　　計

物にかかるコスト

庁舎等

（１）労働力需給のミスマッチの解消を図るために需給調整機能
を強化すること

（３）労働者等の特性に応じた雇用の安定・促進を図ること

（４）失業給付等の支給により、求職活動中の生活の保障及び
再就職の促進等を行うこと

（５）求職者支援制度の活用により、雇用保険を受給できない求
職者の就職を支援すること

合　　　計

区　　　　分 備　考

物にかかるコスト

庁舎等

（１）労働力需給のミスマッチの解消を図るために需給調整機能
を強化すること

（３）労働者等の特性に応じた雇用の安定・促進を図ること

（４）失業給付等の支給により、求職活動中の生活の保障及び
再就職の促進等を行うこと

区　　　　分



３．参考情報

（１）当該政策に関連するコストの状況

①当該政策に配分された官房経費等の額
(単位：百万円）

Ⅰ　人にかかるコスト 18,271                

Ⅱ　物にかかるコスト（庁舎等を含む。） 1,739                  

Ⅲ　その他事業コスト 11,102                

31,112                

②当該政策に配分された当年度の公債にかかる利払費
(単位：百万円）

利払費 53,632                

・省庁別財務書類の公債関連情報として記載されている利払費が、一般会計における政策ごとの「政策にかかるコスト」と「当該政策に配分された官房経費等」を合算したコストを基準として当該政策に配分された場合の額である。

（２）政策の概要

労働力需給のミスマッチの解消を図るために需給調整機能を強化すること、雇用機会を創出するとともに雇用の安定を図ること、労働者等の特性に応じた雇用の安定・促進を図ること、失業給付等の支給により、

求職活動中の生活の保障及び再就職の促進等を行うこと、求職者支援制度の活用により、雇用保険を受給できない求職者の就職を支援すること。            

（３）共通経費配分の方法

「人にかかるコスト」、「物にかかるコスト」及び「庁舎等」については、定員数による配分を行っている。また、本省に一括して計上されている一部の人件費については、定員数により地方局・外局へ配分を行っている。

（４）その他

なし。

合　　　計


